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まじめに、おもしろく。

通
算

会派ニュース（このマガジンは政務活動費で発行しています）	

補正予算可決も、 物価高騰への追加対応求ム 

補正予算の概要	

3億4,384万円	

国庫支出金　3億4,334万円	  
都支出金　　　　　　	  	  50万円	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  

12億7,384.8万円	

国庫支出金　10億1,869.9万円 	  	  	  	  	  	  	  	  	  
都支出金　　	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  1,475.5万円	  
繰入金　　　　　2億3,906.6万円	  

その他、障害福祉事業所等・介護事業所運営補助金	  
［4,051.6万円］、PCR検査補助金［1,217.5万円］、公共施設予
約システム導入準備（市民会館、集会施設、マロンホール、

前原暫定）［62.2万円］、東分館 エアコン部品交換［244.2万
円］、副校長補佐業務職員等報酬［326.8万円］など	  

＜第2回＞	 ＜第3回＞	

決議	  

Pick	  up!	  
原油価格上昇や物価高騰の影響はまだまだ他分野にも及び、
上記では不十分なことから、市議会では「物価高騰に対応した
更なる予算措置を求める決議」を全会一致で可決しました。	

小金井市議会・令和4年第2回定例会は6月23日に閉会しました。市長から提案された一般会計補正予算（第2回～第4
回）は、新型コロナウイルス感染症対策として4回目のワクチン接種をはじめ、各種特別給付金、デジタル地域振興券
発行等、またこの間の物価高騰における対応策の予算でした。これらすべて議会での審議の上可決しています。	

12億7,384.8万円	

国庫支出金　2億1,883.5万円	  	  	  	  	  	  	  	  	  	  

＜第４回＞	

［主な歳入内訳］	 ［歳入内訳］	［歳入内訳］	

農業振興連合会補助金	  

新型コロナワクチン接
種事業（4回目接種）　	  

住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金	

子育て世帯生活支援	  
特別給付金	  

地域振興券発行事業	   交通事業者継続支援金	  

財源のほとんどが、新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生交付金や、
新型コロナウイルスワクチン接種に
関する補助金など、国の財源です。	  

学校給食補助	  
原油価格・
物価対策	  

113.4万円	  5億8,459.8万円	   1,811.1万円	   949.2万円	  

6億972万円	   3億8,622.8万円	   1億102.8万円	  

60歳以上＋18歳〜60歳未満の
うち基礎疾患のある方等が現

時点の対象。ただし、国の方針
で3回目接種を受けた全市民対

象の準備を進める予算	  

コロナの長期化で困難に直面し
た方々へ支給する。住民税非課

税世帯等、またはそれと同様の
事情にある家計急変世帯へ1世
帯あたり10万円を支給する	  

低所得の子育て世帯に対し、
食費等物価高騰の支出増を勘

案し支給する。ひとり親（児童
扶養手当受給者等条件あり）、

R4年度分非課税世帯等	  

左2つの特別給付金では、R4
年度分の住民税均等割が非

課税である方と同等の事情に
ある方なども対象となります

が申請が必要です。詳しくは

市へお問い合わせください。	  
［地域福祉課］	  
042-‐387-‐9840	  
［子育て支援課］	  
042-‐387-‐9836	  

原油価格・
物価対策	  

原油価格・
物価対策	  

原油価格・
物価対策	  

市内の消費喚起とキャッシュレス
決済の普及を目的。二次元コー

ドを印刷した紙製のカードを全市
民に配布（1人あたり4,000円分）。

12月開始予定（大規模店を除く

市内400店舗想定）	  

原油価格と物価高騰でも栄養バ
ランスや量を保ち、保護者負担を

増やすことがないよう、給食費を
補助する。小学校1食あたり15円、

中学校1食あたり19円。7/1〜
3/31まで。申請等は不要	  

コロナで利用者減による輸送収
入減と原油価格高騰のため事業

継続支援をする。バス（6事業者）、
タクシー事業者（5事業者）、個人

タクシー事業者を対象	  

小金井市農業振興連合会が実
施している環境負荷を低減した

農業用資材の購入助成事業に
原油価格高騰等に伴う価格上昇

分を上乗せして補助	  

原油価格・
物価対策	  

市の財源は
ほぼ使わず	

家計急変した

方はお問い合

わせを！	

消費喚起対策、	  実現しました	

市民の移動手

段を守るため	
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Topics★	

shirai10629@gmail.com 

kogaomo.com/ 

【事務所】東町4-38-27 201号 

問い合わせ・ 
ご意見はコチラへ 

080-4004-5927 

白井 亨（幹事長／小金井市議会議員・3期目）	 水谷 たかこ（副幹事長／小金井市議会議員・2期目）	

小金井市議会　会派	

tamimin612@gmail.com 
090-4799-0680 

QRでWEBへ	  
簡単アクセス	

総務企画委員、議会運営委員、庁舎等建設及び公共施設
マネジメント推進調査特別委員（委員長）	

厚生文教委員、行財政改革推進調査特別委員会（副委員長）	

定例会	  
ピックアップ！	  

◯	  コロナワクチンの不適切な取扱い発生	

7	
議会カフェ�

15:00〜16:30	
/23	

市政報告＆意見交換会�イベント告知　	

土�

参加費無料	  

7	
議会ナイト�
19:30〜21:00	

/27	
水�

以下のQRからお申し込みください↓	

◯	  続・はらっぱの防災スピーカー設置の件	

公立保育園の２園廃園の“財政効果比較”は、
過大に見積もられている！？全員協議会は再
開されず、廃園条例の提案もできず。	

公立保育園の廃園問題について、西岡市長は6月定例会に廃園条例を提案する意思を表
明。説明会やパブリックコメントでは多くの保護者や市民から疑問と反発の声が寄せられま
したが、市はそれらを無視し定例会前に急遽方針を確定。6/3、6/6の２日間にわたり全員協
議会が開かれましたが、市が財政効果額を過大に見積もっている点を白井が指摘し、6/6の
全員協議会は答弁調整のため途中でストップ。その後調整は難航し結果的に全員協議会
は再開されず、全員協議会を踏まえ予定していた廃園条例も提案されませんでした。	

市はこの指摘を受けてもなお「私たちの前提条件では違う」と結論ありきで廃園を強引
に進めるつもりです。適切な資料に差し替え保護者と市民にも説明し直すことが必要で

す。また、かねてから提案している「公立保育園の役割」を有識者を交えて議論し「公民
のそれぞれの役割を明確にしベストミックスで小金井市の保育の質を維持・向上させる

仕組みづくり」を示すことが、子育て環境日本一を目指す市の仕事ではないでしょうか。	

これでは「2園民営化」の財政効果額（18.7億円）のほうが大きくなり
ます。強引に廃園を進めるために恣意的にこの不公平な比較表を

作成したのでは？と疑念を持たれることをしてはいけません。	

の意見	

8月1日、2日に	  全員協議会を	  
開催する予定	

“財政効果比較表”の� ココ� がおかしい！�

建替えや増改築にあたり、これからの
学校施設のあり方について話をしよう	  

市では４つ
の小学校
（一小、三小、

東小、緑小）
で増改築の

基本計画策
定段階です	

白井	   水谷	  

職員が新型コロナウイルスワクチンを不適切な取扱
いをしたことで、42箱（6,300回分）を破棄することに
なりました。詳しくは、市HP「プレスリリース」内「職員
の不適切な行為による新型コロナウイルスワクチン
の廃棄事案について（令和4年6月28日報道発表）」
をご覧ください。	

「冷凍庫のアラームが鳴ったこと
で、冷凍庫に残っているワクチン

が接種に不適切なワクチンとな
る可能性があると勘違いし、それ

をごまかせないかと考え…」	

7/2、武蔵野公園の防災公園電気設備工事（都事
業）の「事前説明会」が再び現地で開かれました。
都の職員からは、これまでの意見を受け再検討し
た内容をもとに「工事に着手したい」旨が説明され
ています。…しかし、前回も指摘した新設する前提
でしか考えていないような話に異論が噴出し、7月
31日の説明会も開催できるのか疑問です。	

確かに前回より大幅に変わった
ものが示されま
したが…	

4月の	  
当初設計	

今回の	  
新たな設計	

7/31（日）18:30〜南小学校体育館にて	  
説明会を開催（予定）	

ぜ、

	

渋谷区を参考に

未来の学校づくり

を提案しました	

要予約�
オンライン開催�
（zoomを使用）�

一時保育を使いやすく。近隣市の調査
をもとに、利用枠拡大や無償化を提案	

理由を問わない
一時保育の利
用可能日数は、

近隣7市平均が
13日、日数制限

なしの市もある
のに、本市は2
日のみ！	

仮に廃園予定の2園
（定員226人）分の「民
間保育園児童1人あた
り市負担額85万円」を
段階的縮小を想定して
算入すると、財政効果
額は10年間で27.1億円

から42％減の15.7億
円となります。	

市プレスリリースより抜粋	




